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基礎的電気通信役務支援業務規程 
 

第１章 総則 
（目的） 
第１条 この規程は、社団法人電気通信事業者協会（以下「協会」という。）

が、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「法」という。）第１

０７条に定める業務（以下「支援業務」という。）の実施に関する基本的事

項を定め、もって支援業務の公正かつ円滑な運営を図ることを目的とする。 
（支援業務） 
第２条 協会が実施する支援業務は、次の各号に掲げる業務とする。 

(1) 適格電気通信事業者（法第１０８条第１項の規定により総務大臣が指定

した者をいう。以下同じ。）に対し、交付金（法第１０９条第１項の交付金

をいう。以下同じ。）を交付すること。 

(2) 接続電気通信事業者等（法第１１０条第１項に規定する「接続電気通信

事業者等」をいう。以下同じ。）から、負担金（法第１１０条第１項の負担

金をいう。以下同じ。）を徴収すること。 

(3) 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 
（業務時間） 
第３条 支援業務を行う時間は、次条に掲げる休日を除き、午前９時から午後

５時３０分までとする。 
（休日） 
第４条 休日は、次のとおりとする。 

(1) 土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日 

(2) 年末年始（１２月２９日から翌年１月３日までの間） 
（支援業務を行う事務所） 
第５条 支援業務を行う事務所（以下「事務所」という。）は、東京都港区西新

橋１丁目１番３号（東京桜田ビル内）に置く。 
 

第２章 支援業務の実施の方法 
（支援業務の実施方針） 
第６条 協会は、法及び法に基づく命令（告示を含む。）若しくはこれらに基づ

く処分及び認可に付された条件並びにこの規程（以下「法令等」という。）に

基づき、適正かつ効率的な運営を図り、支援業務を適確に実施するものとす

る。 
（支援業務室の設置） 
第７条 協会は、支援業務に関する事務及び支援業務諮問委員会（法第１１３
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条に定める支援業務諮問委員会をいう。以下「委員会」という。）への諮問に

関する事務（以下本条において「支援業務に関する事務等」という。）を所

掌させるため、事務所に支援業務室を設置する。 
２ 協会は、支援業務に関する事務等を統括させるため、支援業務室に支援業

務室長を置く。 
３ 支援業務室長は、次条に規定する支援業務員の中から会長（法第１０６条

に定める基礎的電気通信役務支援機関の代表者たる協会の会長をいう。以下

同じ。）が任命する。 
（支援業務員の配置） 
第８条 会長は、支援業務の実施にあたり、支援業務を公正かつ円滑に遂行す

るため、支援業務室に、職員の中から、支援業務に従事する専任の職員（以

下「支援業務員」という。）を選任し、配置するものとする。 
（支援業務員の職務） 
第９条 支援業務員は、支援業務の公共性及び重要性を自覚し、厳正に職務を

執行しなければならない。 
２ 支援業務員は、支援業務に係る職務の執行上の独立性及び公正性を確保す

るため、支援業務に関して、協会以外の者から指示又は報酬を受けてはなら

ず、職務に従事する前に、このことについて誓約書を提出するものとする。 
（支援業務員の解任） 
第１０条 支援業務員は次の各号のいずれかに該当する場合は、解任されるも

のとする。 
 (1) 法第１１６条において準用する法第８３条第１項の規定に基づき、総務

大臣の許可を受けて協会が支援業務を廃止したとき 

(2)  法第１１６条において準用する法第８４条第１項又は第２項の規定に

より総務大臣が協会に対して支援機関の指定を取り消したとき 

(3) 退職し、又は解職されたとき 

(4)  長期にわたる病気による欠勤等の事由により、その職務を遂行すること

が困難と認められるとき 

(5) 法令等に違反した場合において、その情状によりその職務を行わせるこ

とが不適任と会長が判断したとき 
（支援業務員の不在時の措置） 
第１１条 会長は、支援業務員が疾病、事故、休暇その他やむを得ない事情に

より不在となる場合に、協会の職員の中から、その職務を代行する者（以下

本条において「代行者」という。）をあらかじめ指定しておくものとする。 
２ 代行者は、支援業務員の不在時には会長から指示された支援業務の職務を

誠実に執行するものとする。 
３ 第９条の規定は代行者に準用する。 
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第３章 交付金の額及び負担金の額の算定方法等 
（届出書の受付） 
第１２条 協会は、基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定規

則（平成１４年総務省令第６４号。以下「算定規則」という。）の規定に基づ

き適格電気通信事業者、算定対象電気通信事業者（算定規則第２３条に規定

する「算定対象電気通信事業者」をいう。以下同じ。）及び接続電気通信事業

者等から提出された届出書及び書類を事務所において受け付けるものとする。 
（交付金の額の算定） 
第１３条 協会は、適格電気通信事業者から算定規則第６条及び第７条の規定

に基づく書類を受け付けた後、交付金の額の算定を行うものとする。 
２ 前項の交付金の額の算定は、算定規則第５条に定めるところにより、これ

を行うものとする。 
３ 協会は、支援業務を行うため必要があると認めるときは、算定規則第８条

第１項に定めるところにより、接続電気通信事業者等に対して、同条に規定

する電気通信設備の接続及び卸電気通信役務の利用に関する負担額等の提出

を求めるものとする。 
４ 前項の提出があった場合、協会は、算定規則第１０条の規定に基づき、適

格電気通信事業者に対して、年度経過後３月以内に、電気通信設備の接続及

び卸電気通信役務の利用に関する負担額等の通知を行うものとする。 
（交付金に係る認可申請） 
第１４条 協会は、年度ごとに、交付金の額を算定し、算定規則第４条に定め

るところにより、当該交付金の額及び交付方法について、年度経過後６月以

内に総務大臣に対して認可申請を行うものとする。 
（公表） 
第１５条 協会は、前条の総務大臣の認可を受けたときは、電気通信事業法施

行規則（昭和６０年郵政省令第２５号。以下「施行規則」という。）第４０条

の８に定めるところにより、交付金の額の公表を行うものとする。 
（交付金の交付） 
第１６条 協会は、総務大臣の認可を受けた交付金の額及び交付方法により、

当該適格電気通信事業者に対し交付金の交付を行うものとする。 
（負担金に係る認可申請等） 
第１７条 協会は、年度ごとに、算定規則第２７条に定めるところにより、負

担金の額を算定し、同令第２８条に定めるところにより、負担金の額及び徴

収方法について、年度経過後６月以内に総務大臣に認可申請を行うものとす

る。 
２ 協会は、前項の負担金の額の算定に用いる番号単価（算定規則第２７条第

１項に規定するものをいう。）を算定したときは、同条第３項の規定に基づき、
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適格電気通信事業者及び各接続電気通信事業者等（同令第２５条第１項各号

に掲げる事項を記載した書類を協会に提出した場合に限る。）にその旨を通知

するほか、速やかに、事務所において公衆の見やすいように掲示するととも

に、インターネットを利用することにより、当該番号単価が適用されてから

５年間、これを公表する。 
（通知） 
第１８条 協会は、前条の総務大臣の認可を受けたときは、接続電気通信事業

者等に対して、その認可を受けた事項を記載した書面を添付して、納付すべ

き負担金の額、納付期限及び納付方法の通知を行うものとする。 
（会計監査人による確認） 
第１９条 協会は、第１３条の交付金の額及び第１７条の負担金の額を算定し

たとき、職業的に資格のある会計監査人の確認を受けるものとする。 
（督促） 
第２０条 協会は、接続電気通信事業者等が第１８条の規定により通知した負

担額を納付期限までに納付しないときは、法第１１０条第６項の規定に基づ

いて、督促状によって、期限を指定して督促を行うものとする。 
（申立） 
第２１条 協会は、前条の規定により督促した接続電気通信事業者等がその指

定の期限までにその督促に係る負担金及び延滞金（法第１１０条第５項規定

による延滞金をいう。）を納付しないときは、法第１１０条第７項の規定に基

づき総務大臣にその旨の申立てを行うものとする。 
（資料提出の請求） 
第２２条 協会は、支援業務を行うため必要があると認めるときは、法第１１

１条に定めるところにより、適格電気通信事業者、算定対象電気通信事業者

及び接続電気通信事業者等に対して、資料の提出を求めるものとする。 
（帳簿等の管理） 
第２３条 協会は、支援業務に関し、算定規則第３７条第１項各号に掲げる事

項を記載した帳簿及び第３４条第１項各号に掲げる書類（以下「帳簿等」と

いう。）を備え付ける。 
２ 前項の帳簿等は適正に管理し、記載の日から５年間保存する。ただし、第

３３条に規定する支援業務に係る会計帳簿等の保存期間については協会が別

に定める会計規程に定めるところによる。 
３ 前項の場合において、電磁的方法により作成した帳簿等は、電磁的記録媒

体により保存する。 
４ 算定規則の規定に基づき適格電気通信事業者、算定対象電気通信事業者及

び接続電気通信事業者等並びに総務大臣から提出された書類等は、これらを

受け付けた日から５年間保存する。 
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第４章 支援業務諮問委員会 
（支援業務諮問委員会の設置等） 
第２４条 協会に、委員会を設置する。 
２ 委員会は、会長の諮問に応じ、交付金の額及び交付方法、負担金の額及び

徴収方法その他支援業務の実施に関する重要審議事項を調査審議し、及びこ

れらに関し必要と認める意見を会長に述べるものとする。 
（委員の任命及び解任） 
第２５条 委員会の委員は、電気通信事業者及び学識経験を有する者のうちか

ら、総務大臣の認可を受けて、会長が任命する。 
２ 委員が次の各号の一に該当するときは、会長は当該委員を解任することが

できる。 
 (1) 心身の故障のため、職務の執行に堪えられないと認められるとき 

 (2) 職務上の義務違反その他委員としてふさわしくない行為があるとき 
（委員の任期） 
第２６条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠又は増員による委員の任

期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 
２ 委員は、再任されることができる。 
（委員長及び副委員長） 
第２７条 委員会に、委員長１名及び副委員長１名を置く。 
２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により、会長が委嘱する。 
３ 委員長は、委員会を代表し、会務を統括する。 
４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときはそ

の職務を代行する。 
（議事） 
第２８条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができ

ない。 
２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員

長の決するところによる。 
（庶務） 
第２９条 委員会の庶務は、支援業務室において行う。 
（委員会の運営方法） 
第３０条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、

委員会が別に定める支援業務諮問委員会運営規程による。 
 

第５章 役員 
（役員の選任及び解任） 
第３１条 協会は、定款に定めるところにより、協会の役員として理事及び監
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事を置く。 
２ 役員は、定款に定めるところにより、総会でこれを選任する。 
３ 役員が次の各号の一に該当するときは、定款に定めるところにより、総会

の議決で当該役員を解任することができる。 
 (1) 心身の故障のため、職務の執行に堪えられないと認められるとき 

 (2) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき 

４ 前２項により、役員を選任又は解任しようとするときは、算定規則第３３

条に定めるところにより、総務大臣に認可申請を行い、総務大臣の認可を受

けるものとする。 

（役員の任期） 
第３２条 役員の任期は、定款に定めるところにより、２年とする。ただし、

補欠又は増員による役員の任期は、定款に定めるところにより、前任者又は

現任者の残存期間とする。 
２ 役員は、定款に定めるところにより、再任されることができる。 

 
第６章 会計 

（区分経理） 
第３３条 協会は、支援業務に係る会計帳簿等を作成し、収入及び支出を勘定

科目に従い支援業務以外の業務に係る経理と明確に区分して整理する。 
 
  第７章 情報公開 
（支援業務に関する書類等の情報公開） 
第３４条 協会は、支援業務に関して、次の各号に掲げる書類を事務所に備え

置き、一般の閲覧に供するとともに、インターネットを利用することにより

これを公表する。 
 (1)  定款 

 (2)  役員名簿 

 (3)  社員名簿 

 (4)  委員会の委員名簿 

 (5)  支援業務報告書 

 (6)  正味財産増減報告書 

 (7)  貸借対照表 

 (8)  財産目録 

 (9)  収支計算書 

 (10) 事業計画書 

 (11) 収支予算書 

 (12) 委員会の議事概要 

 6



 7

（13）基礎的電気通信役務支援業務規程及び第３６条に規定する細則 

（14）支援業務諮問委員会運営規程 

（15）情報公開規程 

 (16) その他支援業務に関して参考となる資料 
２ 前項のほか、協会は、支援業務の運営の透明性を確保するため、会長が別

に定める情報公開規程により情報公開を行うとともに、支援業務の内容につ

いて広く社会の理解を得るよう努めるものとする。 
 

第８章 雑則 
（役員等の秘密保持義務） 
第３５条 協会の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、支援業務に

関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 
２ 前項の規定は、委員会の委員に準用する。 
（細則） 
第３６条 会長は、この規程に定めるもののほか、支援業務を実施するため必  
要な細則を定めることができる。 

２ 協会は、前項の細則を定めたときは、総務大臣に提出するものとする。細 
則を変更したときも同様とする。 

３ 前項の規定は、支援業務諮問委員会運営規程及び情報公開規程に準用する。 
 

附 則 
この規程は、平成１８年６月１日から施行する。 


